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14 はじめに

地方公共団体の会計(官庁会計)は、これまで単年度における現金の収支を表した「現金主義会計」

(単式簿記)が採用されてきました。

現金主義会計とは、1年 間の現金のやり取リと、支払いを単純に表現するためには、優 れた処理方

式ですが、これまで整備を行ってきた社会資本 (資産)の状況や今後、返済が必要な地方債等 (負債)

の残高などを表すことには不向きでした。

平成27年1月に総務省から 「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が示され、全 ての地方

公共団体で「統一的な基準」により財務書類を作成し、予算編成等に活用することが要請されました。

大台町でも、 この要請に基づき平成 29年度決算を用いて統一的な基準による財務書類を作成しま

した。

今後は、財務書類から算定される様々な 「指標」を、他 団体や近隣市町のそれと比較・検証するこ

と・により、大台町の財政状況や課題を明確にし、健全な財政運営を図ることとします。

2.財務書類について

財務書類とは、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の4つの表で

構成され、財 務4表とも呼ばれています。

- 一 ー 一 一 一 ー -- -- へ々b興額や悼～〆り牟セ博絡

闘鳴鴎
r

(」
一

漬艶憲」シ洟ヲ関d翳醜

逗墾蟲ロ1含映 (a―議歎囮(
嘴

レ
甲:

廟・コ繋1
r

1
愉

一
V尊ミ・二一

C2勺 (1
一 コこ= 蒜=嵯L鯨し闇

大台町が保有している「資産」(土地や建物など)や「負債」(地方債や退職手当引当金

など)のストツク状況を表したものです。

資産= 負債+純資産
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大台町が1年間にどの事業にいくら使って、その一財源が何かを表したも一ので、民間企業

の損益計算書に該当しますが、行政の実施する事業は営利目的ではないため利益ではなく

コストを計算しています。 ・
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貸借対照表の「純資産」に計上されている数値が、1年間でどのように変動したかを表

します。

純資産= 資産一負債
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3.

現金ベースで1年間の資金の流れ、収支を表すもので、歳出の性質に庫じて 「固定資産

の取得などの投資活動」、「地方債の借り入れ、償還などの財務活動」、「その他の業務活動」

の3つに区分されます。
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【現金主義会計 (官庁会計)から発生主義会計 (企業会計)の変換イメー ジ】

(官庁会計) 従来からの節などによる執行

本来の行政活動に関
固定資産に関する収支

地方債の借入・償還等

する収支 に関する収支

投資活動収支   7゚   財務活動収支   1ノI 1

1r 1r

・行政コス ト計算書 純資産変動計算書 貸借対照表

【財務書類4表構成の相互関係】

貸借対照表
行政コスト

計算書

鈍資産変動

計算書
資金収支計算書

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益
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経常収益 〕

臨時損失

臨時利益

(樋ド..

前年度末残高 業務活勧収支

投責活勧収支

財務活勧収支

7 - シ ↓ 富 = ≠ ぞ = 雫 ; ゆ . エ .

財源

固定資産等

の変動
前年度末残高

;遅電
“讐蔓.

lJ一菅
r1≠冒

ユ′凝 罵嗜晒
,粟 角 集 冫 醜顕

艷
C

懸頃窮ヨンで芝祈.3惑震ρ
リ)

9

1

※1貸借対照表の資産のうち「現金預金』の金額(よ、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末

歳計外現金残高を足したものと対応します。

※2貸 借対照表の「純資産」の金額は、純 資産変動計算書の本年度末残高と対応します。

※3行 政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。
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3. 対象とする会計等の範囲について

財務書類は、一 般会計等、全 体会計、連 結会計ごとに作成 し、一 般会計等と全体会計の範囲は、下

記のとおりとなっています。

また、連 結会計には全体会計に地方自治法第284条第1項 の一部事務組合及び広域連合など下記の

大台町関連団体を加えて作成します。

連
結
財
務
±
ー

類

″稠
艷゛

:,  ノ ー  . -) 、 一 ノ

壬般会計等■

,[財務書類[,′

① 一 般会計

② 住 宅新築資金等貸付事業特別会計 
't

L)

)1
③ 水 道事業会計 、

曝d④ 国 民健康保険事業特別会計
明

1ち錬七

トソ

澁⑤ 介 護保険事業特別会計

漏多⑥ 生 活排水処理事業特別会計 一

礫騙⑦ 後 期高齢者医療事業特別会計

⑧ 臭 伊勢広域行政組合 ′

⑨ 香 肌奥伊勢資源化広域連合

0Φ紀勢地区広域消防組合

⑧ 宮 川福祉施設組合 (一般会計),

@ 宮 川福祉施設組合 (特別会計)

0 三 重県市町総合事務組合 (一般会計)

[有]三重県市町総谷事務組合(特別会計)

⑤ 三 重地方税管理回収機構 ゛

[相]三重県後期高齢者医療広域連合

0 株 式会社 1宮川物産

[相]株式会社 フ才レス トファイター ズ

[相]株式会社 エム ・エス ・ピー

③)′株式会社 宮川観光振興公社

⑧ 道 の駅 「臭伊勢おおだい」 株式会社 ,

@ 株 式会社 奥伊勢ハイウ ェーパーク

[相]宮川森林組合 {

O大 台暗社会福祉協議会

※1.連結財務書類{=ういては、連 結対象団体からの財務書類等が揃い次第、作成する予定です。
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4.貸借対照表 (BS) とは・

基準日時点の財産の状況を表しています。

庁舎、学校、公民

館、土地など

道路、橋梁、公園

など

関連団体・第三セ

クターなどへの出

資金・有価証券な

ど

町税等の収入未済

額のうち1年以上

経過したもの

町税等の収入未済

額のうち、回収不

能見込み額

現金及び1年以内

に換金可能な資産

町税等の収人未済

額のうち1年以内

に発生したもの

有形固定資産

事業用資産

インフラ資産

無形固定資産

ソフ トウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

その他

徴収不能引当金

・i  一牟'

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

徴収不能引当金

地方債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

栢.4q,一遁 言瓜談一べ,ご.-

1年以内償還予定地方債

未払金

賞与等引当金

預り金

歳計外現金残高など

固定資産等形成分

余剰分 〔不足分〕

返済期日が「年を超

える債務など

債務負担行為により

後年度の支払いが確

定している、翌 々年

度以降の支払額など

将来発生する退職手
当の見込額

財務書類作成上の第

三セクダー等に対す

る損失補償等の負担

見込額

債務負担行為により

後年度の支払いが確

定している翌年度の
支払額など

翌年度に支払うこと

が予定されている寅

与のうち、当該年度

負担額

資産形成のために充

当した資源の蓄積

流動資産 (短期貸付金と基金は

除く)から負債を控除したもの
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5,行政コス ト計算書 (P L) とは ・・・

った費用等を表しています。

有形固定資産について、使 用期間中、毎 年度経済的価値の

減少があるとみ な し、費 用計上するもの。

(有形固定資産の取得価格を法定耐用年.数で除した額を計上)

町民や特別会計など他者・他会計に移転する経費

医療 子育て、障がい者、生活保護などの扶助費

災害復旧費 (固定資産計上分を除く)、資・産除売却損など

/ の臨時に発生 した経 費と、財 務書類作成上の第三セクター

等に対する負担見込額の増加額 (投資損失負担見込額)

資産の売却による収入が帳簿価格を上回る場合の差額と、

財務書類作成上の第三セクター等 対する負担見込額の減

少額 (損失補償負担見込額)
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7,資金収支計算書 (CF)

活動を 「業務」「投資.'「財腔・」"二分肛し、1年間の資金の流れを表しています。

一 投資活動、財務活動以外の活動に係る収支

業務支出

業務費用支出  ●

移転費用支出  ●

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入 ●

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出       ●

臨時収入

人件費、物件費等、町債の支払利息など

享業実施等に係る補助金、助成金、負担金、福祉・医療・

子育て 障がい者・生活保護などの扶助費、他会計への繰
出金

災害復旧費 (固定資産計上分を除く)などの臨時に発生し
た経費

投資活勤支出

公共施設等整備費支出

,基金積立金支出゜

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入 ●

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

建物等の建設や用地取得、その他資産形成につながる支

出、基金への積立て、取崩しなどに伴う資金の収支

4ゞ共施設等の整備に係る国 県支出金

町債の発行や元金償還金等に係る資金の収支

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他つ収入

前年度末資金残高 形式収支 (歳入決算額一歳出決算額)

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高
貸借対照表の流動資産中「現金預金」と連動



8. 財務 書 箱の 分 析 指 櫂 一 覧 (単位:円・%)

指 標

一般会計等の指標 指標区分

計 算 式 解 ,説 .・ .
平成28年度 平成29年度 近隣 類団 経年

資産形成度

将来世代に残る資産
はどのくらいある

か ?

① 住民一人当たり資産
額

4,434,412 4,364,472 ○ O =BS資産合計÷住民基本台帳人口(1/1)
1禾僧し1 いる貢匣倉、圧 氏基不賛帳人口で剖ったものでT0 任氏一人当
たりの値を用いることで、人口規模に対する資産の割合が多いか少ないか
を判断することができるほか、類似団体との比較が容易になります。

② 歳入額対資産比率 5,6 5.7 ○ =BS資産合計÷CF歳入総額

これまでに整備された社会基盤資本 (道路、公園、学 校など)の資産
が、何年分の歳入に相当するかを表すもので、資産形成の度合いがわかり
ます。この比率が高いほど社会基盤資本の整備が進んでいると考えられま
す。

③ 有形固定資産減価償
却率

56.5% 58.4% ○
=BS減価償却累計額÷ [(BS有藤固定
資産合計一建設仮勘定一土地等の非償却
資産)+BS減価償却累計額)}

有形固定資産のうち償却資産 (建物、工作物、物 品など)について、耐
用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを表しています。
この比率が高いほど、施設の減価償却 (老朽化)が進んでいると言えま
す。

④ 純貞産比率 71,2% 71.4% 0 ○ =BS純資産合計÷BS資産合計
邸 貢 圧 の つ ち 返 冴 戎 横 の 蓼 い 貢 匣 (汎 貢 圧 ) が ど の く ら い の 剖 會 か を 我

しています。企業会計でいう 「自己資本比率」に相当し、この比率が高い
ほど財政状況が健全で、将来世代にかかる負担が少ないと言えます。

⑤ 将来世代負担比率 20.2% 19.7% ○ ○
=BS地方債 (特例地方債を除く) ÷
(BS有形固定資産合計+BS無形固定資産
合計)

社会基盤資本 (道路、公園、学校など)の整備結果を示す有形固定資産
(事業用資産、インフラ資産、物 品)を町債などの借り入れ1こよってどれ
くらい調達したかを表しています。この比率が高いほど、将来の世代が負
担する割合が高いと言えます。

行政サービスは効率
的に提供されている

か?

⑥ 住民一人当たり行政
コ ス ト

670,263 666,831 O 0 =PL純行政コスト÷住民基本台帳人口

行政コスト計算書で算出される行政コストを、住 民基本台帳人口で割っ
たもので、住民一人当たりの値を用いることで、人口規模に対する割合が
多いか少ないかを判断することができるほか、類似団体との比較が容易に
なります。

持続可能性 伯hナμ青trP の 自 イ告鮫 含百左  軍 h廿9g生 酸 主 の イ士竿 其 太 仝 市匡人ハ 省 宣11っナー涜.

財政に持続可能性が
あるか?

⑦ 住民一人当たり負債
額

1、278,575 1.248、838 ○ 0 =BS負債合計÷住民基本台帳人口
ので、これまでの行政活動によって生じた負債が、住 民一人あたりどれく
らいあるのか表しています。住民一人当たりの値を用いることで、人口規
模に対する負債の割合が多いか少ないかを判断することができるほか、類
似鴎休との比較が容易になります。

⑧ 基礎的財政収支 485,164,454 27,161.413 0
=CF業務活動収支 (支払利息支出を除
<)+CF投資活動収支 (基金を除く)

いわゆる借金の返済である地方債の償還と、借 入である地方債収入をそ
れぞれ支出と収入から除き、基礎的な財政の収入と支出のバランスが良好
かどうかを判断します。収支がプラスの場合は、行政サービスに必要な資
金を、惜金などに頼らず、税金などの収入で賄われていることを表しま
す。

歳入はどの程度受益
者負担で賄われてい

るか?

⑨ 受益者負担の割合 4,6% 4.7% ○ ○ =PL経常収益÷PL経常費用

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービス1こ係
る受益者負担の金額であるので、これを経常費用と比較することにより、
行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することができま
す。



指 ・ 標゛
大台町 H29
(=般会計等)

コメン ト

近隣4町H28
平均

゛大紀町 H28
(一般会計等)

多気町 H28
-′(二般会計等)

明和町・H28
(一般会計等)

度会町 H28
〈=般会計等)一

① 住民一人当たり資産額 4,364,472

平均値を大幅に上回って

いる。

2,341,263 3481 315 2,234,941 1,651,027 1,997:767

② 歳入 額 対 資 産 比 率 5.7

平均値を上回っている。

4.2 4.0 4.3 3.7 4.6

③
有 形 固 定 資.産
・減 価 償 却 率

58,4%

平均値を若干上回ってい

る。

51.6% - 59.9% 52.7% 44、1% 49,8%

④ 純 資 産 比 率 71.4%

平均値を若干下回ってい

る。

72.4% 62.5% 77.O% 73.3% 76,7%

⑤ 将来 世 代 負 担 比 率 25,4%

ほぼ平均値である。

26.O% 37.3% 20.3% 24.6% 21,9%

⑥
住民一人当たり行政コ

スト
666831

平均値を上回っている。

437101 621,087 444691 305 360 377265

⑦ 住民一人当たり負債額 1 248838

平均値を大幅に上回って

いる。

681 966 1,307,217 514,120 440 806 465721

⑧ 基 礎 的 財 政 収 支 27,161,413

金額は少ないが黒字を維

持している。

Δ 58394773 Δ 152,819,092 263 853 000 Δa<g2,ooi,ooo 147 388 000

⑨ 受益 者 負 担 の 割 合 4,7%

平均値を上回っている。

2.9% 2.5% 1.4% 3,7% 3.8%

【参考資料】他市町等との比較

※各市町の指標については、 HPで公表され ている、H28決算財務書類から算出したものであって、各 市町が公表しているものではありません。

※指標⑤の算出には旧計算式を用いています。 (財務書類から得 られ る数値以外の情報が不足しているため。)

(単位:円・%)



一般会計等貸借対照表
(平 成 30年  3月 31 日現 在 )

(単位:円)
1斗 目 金 額 1[ 目 金 額

【資産の部】
固定資産 ・
有形固定資産
事業用資産
土地
立木竹

建物

建物滅価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
船舶 
船舶減価償却累計額
浮標等 ゜
浮標等減価償却累計額
航空機
航空機減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定
インフラ資産
土地

建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア

その他
投資その他の資産
投資及び出資金
有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金 1
基金 一
減債基金
その他
その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金

. 短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金
棚卸資産
その他

徴収不能引当金

39,242,453,105
36,882,793,110
12,240,948,982
3,052,675,051
2,263,101,之15

, 18,267,927,455
Δ 12,624,992,830

2,770,842,641
Δ 1,899.562,630

 ゙ -

41.0,958,080
24,427,586,847
233,674,423
97,028,512

△ 91,117,145

52,435,522,958
Δ 28,358,305、732

110,783,831
909,038,949

Δ 694,781,668

1,046,196

1,046,196
2,358,613,799
395,465,700
280,540,000
114,925,700

△15,703,205

47,856,509
465,398

丁,935,108,488

71,421,000
1,863,687,488

Δ 4,579,091

2,543,003,372
160,353,466
13,724,566
449,740

2,361,090,000
2,361,ogo,ooo

7,385,600

【負債の部】
固定負債
地方債
長期未払金
退職手当引当金
損失補償等引当金
その他
流動負債
1年内償還予定地方債
未払金
未払費用
前受金
前受収益
賞与等引当金
預り金
その他

10,718,153,583
9,356,875,583

1,361,278,000

1,238,218,699
1,131,102,838

99,436,840
7,499,896
『79,125

′ 負債合計 11,956,372,282
【純資産の部】
固定資産等形成分
余剰分 (不足分)

41,603,992,845
Δ 11,774,908,650

純資.E・さ計 29,829,084,195
1産合計 41,785,456,477 負債及び{a匡:葭産合計 41,785,456,477

10



・一般会計等行政コス ト計算書
自 平成 29年 4月 1日

至 平成 30年 3月 31日

(単位 :円)

科 . 目 金 1貢

経常費用

一業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰人額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額 

・ その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

, 使用料及び手数料.

その他

6、694,072,461

4,404,923,755

1,489,349,869

1,359,296,711

99,436,840
Δ 56,411,000

87,027,318

2,811,964,049

1,120,019,989

24,965,322

1,600,820,848

66,157,890

103,609,837

84,089,942

6,221,436

13,298,459

2,289,148,706

1,027,184,741

410,543,415

849,306,292

2,114,258

313,312,・616

129,527,814

183,784,802

純経常行政コス ト Δ 6,380,759,845

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

5,586,227

4,277,333

1,308,894

2,103,926

2,103,926

純行政コス ト Δ 6,384,242,146

11



一゚般会計等純資産変動計算書
自 平成29年 4月 1日
至 平成30年 3゙月31日

(単位 :円)

科 目 合計
固定資産等形成分

余剰分
(不足分) ,

]打年度末純資産残高 30,677,898,634 42,858,450,998 Δ 12,180,552.364

純行政コス ト (△)

財源

,税収等

国県等補助金

Δ 6,384,242,146

5.535,427,675

4,826,654,724
708,772, 9s1

Δ 6,384,242,146

5,、535,427,675

4,826,654,724

708,772,951

冫〈4巨LIくz!蕃1 Δ848,814,471 Δ 848,814,471

固定資産の変動 (内部変動)

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少 “

資産評価差額 ・.

無償所管換等

内部取引

壱の他

32

Δ 1.254,458,185

782,487,403
Δ 1,642,589,004

190,914,010
Δ 585,270,594

32

1、254,458,185
Δ 782,487,403

1,642,589,004

△ igo,914,010

585,270,594

本年L制 R産変ユカ客= Δ 848,814,439 Δ1,254,458,153 405,643,714

-1針 J
11シ五自旨嘔東i卜額

本3斗キ:
く 〆k欝匡1郭

ヒ

Lタ曳距l 29,829,084.195 41,603.992,845 △11,n4,908,650
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〒 般会計等資金収支計算書
自
至

平成29年

平成30年

4月 1日

3月 31 日

(単位 二 円)
斗 目 金 額

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

入件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

5,156,517,268

2,854,201,672

1,558,984,529

.1,211,127,201

84,089,942

2,302,315,596

1,027,184,741

410,543,415

849,306,292

15,281,148

5,672,806,187

4,815,545,034

543,912,019

129,527,814

183,821,320

業沼丘活動収支 516,288,919
【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収人

貸付金元金回収収人

資産売却゙収入

その他の収入

“ 961,480,403

782,487,403

142,891,000

36,102,000

778,363,955

164,860,932

532,992,000

36,732,774

41,708,749

2,069,500
投 :活動収支 Δ 183,116,448

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

1,030、249,388

1,030,249,388

649,179,125

649,000,000

179,125

財務活亘カエ又支 Δ 381,070,263

本年L:jt5と収支額 Δ 47,897,792

-{.殴珍“源≦充当調整額

月1』と可 E2(j
ぢト4.飄゛暮シ1 y 200,75“,362

〆木年Lく2(j♂
ζノ
LJ
飄゛
8シ1i 152,85:1,570

月訂年Ll2ミ歳計外現金残高 .29,447,601
〆丈年L芝月吃計月・も邑金土曹減1貞 Δ21,947,"io5
2二年L芝2.ミ薗七ラー6ロ・タ・天粘℃:夕しマ町 7,2.99896
2交年Llラミ琴 た11Iぢジ曳;同 160,こ:53,466
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-般会計等財務書類 注記

1 重要な会計方針

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産               取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次 のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②無形固定資産              ・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次 のとおりです。

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの           再調達原価

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①出資金

ア 市場価格のあるもの           会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの           出資金額

ただし、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相 当の減

額を行うこととしています。

なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、 「著しく低下したとき」に該当

するものとしています。

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による低価法

(4)有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産 (リース資産を除きます。) ・・・・・・・・・定額法

なお、主 な耐用年数は以下のとおりです。1

建物  15年～50年

工作物  3年～50年

物品 ,  4年～30年

②無形固定資産 (リース資産を除きます。)・・・・・・・・・定額法

(ソフトウェアについては、当町における見込利用期間 (5年)に基づく定額法によっていま

す。)

③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 (リース期間が1年以内のリース取引及

びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きま ゜

す。)

・・・・・・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同=の方法

14



(5)引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してぃます。

長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してぃ

ます。

② 退職手当引当金

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従ってぃま

す。

③賞与等引当金

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれら{ご係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上してぃます。

(6) リース取引の処理方法

①-ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 (リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総

額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。)

・・・:・通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

・・・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引   ゚ -

・・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)資金収支計算書における資金の範囲

現金及び現金同等物 (大台町公金管理運用方針において、'歳計現金等の保管方法として規定した

預金等をいいます。) .

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。

(8)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①物品及びソフトウエアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が50万円(美術品は300万円)以上の場合に資産とし

て計上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

2 追加情報

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

・一般会計

・住宅新築資金等貸付事業特別会計

②地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間
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における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次 のとおりで

す。

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率  8.8%

将来負担比率   53.7%

⑤利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 0円

⑥繰越事業に係る将来の支出予定額 583,674千円

(2)貸借対照表に係る事項

①地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含

まれることが見込まれる金額 99億1,093万7千円

②地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次 のとおりで

す。

将来負担額                      .152億8,715万3千円・・・A

充当可能基金額                      34億4,906万4千円・・・B

特定財源見込額                         88万4千円・・・C

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額      99億1,093万7千円・・・D

標準財政規模                      45億7,868万O千円・・・E

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額    9億9,244万6千円・・・F

将来負担比率= (A-B-C-D)÷ (E-F)=53.7%

(3)純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分 (不足分)の内容

①固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分 (不足分)

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(4)資金収支計算書に係る事項

①基礎的財政収支 27,161,413円

(=516,288,919円十△183,116,448円+84, 089, 942円+142, 891, 000円-532, 992, 000円)

(基礎的財政収支= 業務活動収支+投資活動収支+支払利息支出十基金積立金支出一基金取崩収入)

②既存の決算情報との関連性

区分 一
紳 口

4寸7テ 収入 (歳入) ゛ 支出 (歳出)

歳入歳出決算書 7,300,093,857円 7,147,240,287円

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 + 827,647円 1,006,772円

繰越金に伴う差額 200,751,362円

内部相殺 O円 O円

資金収支計算書 7,100,170,142円 7,148,247,059円

16



地方自治法第233条第1項に基づ〈歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対

516,288,919円

164,860,932円

17,331,917円

一1 , 600, 820, 848円

99, 436, 840円

-56, 411, 000円

6,221,436円

4,277,333円

し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳人歳出決算書と資金収支計

算書は一部の特別会計 (住宅新築資金等貸付事業特別会計)の分だけ相違します。

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支

投資活動収入の国県等補助金・収入

未収債権、未払債務等の増加 (減少)

減価償却費

賞与等引当金繰入額 (増減額)、

退職手当引当金繰入額 (増減額)

徴収不能引当金繰入額 (増減額)

資産除売却益 (損)

純資産変動計算書の本年度差額

④一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

なお、一時借入会の限度額及び利子額は次のとおりです。

一時借入金の限度額   700,000千円

-848,814,471円

一時借入金に係る利子額     0円
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全体貸借対照表
(平 成 30年  3月 31 日現 在)

(単位:円)

[ 目 金 額 科 目 金 額

【責産の部】
固定資産
有形固定資産

 事業用資産
土地
立木竹
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
船舶
船舶減価償却累計額
浮標等
浮標等減価償却累計額
航゙空機
航空機滅価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定
インフラ資産

. 土地 ゜

建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定
物品
物品減価償却累計額
無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金
有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他
その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金
財政調整基金

減債基金
棚卸資産 、

1 その 他

徴収不能引当金

繰延資産

51,571,861,803
49,063,656,532
12,240,948,982
3,052,675,051
2,263,101,215
18,267,927,455

Δ 12,624,992,830

2,770,842,641
Δ 1,899,562,630

410,958,080
35,592,121,879
421,792,855
627,008,789

Δ 149,907,498

65,053,994,462
△ 30,471,550,560

110,783,831
一2,028,771,226
Δ 798,185,555

1,046,196

1,046,196
2,507,159,075
395,465,700
280,540,000
114,925,'ioo

Δ 15,703,205

68,266,975
465,398

2,070,163,488
119,807,000

1,950,356,488

Δ 11,499,281

2,822,881,982
296,662,245
58,526,886
449,740

2,461,748,000
2,461,748,000

7,385,600
103,000

Δ 1,993,489

【負債の部】
固定負債
地方債等
長期未払金
退職手当引当金
損失補償等引当金
その他
流動負債
1年内償還予定地方債等
未払金
未払費用
前受金
前受収益
賞与等引当金 ゛
預り金

・ その他

18,880,964,802
14,571,355,321

1,366,996,000

2,942,613,481
1,635,335,714
1,495,719,644
28,341,322

102,770,727
7,499,896
1,004,125

負債合計 20,516、300,516
【純資産の部】
固定資産等形成分
余剰分 (不足分)
他団体出資等分

54,034,059,543
Δ 20,155,616,274

純資
凸 1ミ

ロ 61 33,878.443,269

資産合計 54,394,743,785 負債及び 匡.酌1合計 54,394,743,785
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全体行政コス ト計算書
自 平成29年 4月 1日

至 平成30年 3月31日,

(単位 :円)

- 科 目 . 金 額

経常費用

業務費用

入件費

職員給与費

賞与等′引当金繰人額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息 ゛

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益,

使用料及び手数料

その他

9,963,437,362

5,501,559,476

1,540,221,720

1,400,537,247

1゙02,770,727
Δ 56,035,000

92,948,746

3,750,597,922

1,443,691,383

82,573,778

2,158,174,871

66,157,890

210,739,834

149,064,401

12,152,216

49,523,217

4,461,877,886

1,052,785,336

3,524,899,192

4,842,358

622,930,034

422,720,948

200,209,086

純経常行政コス ト Δ 9,340,507,328

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益 ・

資産売却益

その他

12,506,070

6,818,440

1,308,894

4,378,736

2,103,926

2,103,926

純行政コス ト △ g,350,gog,472
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全体純資産変゙動計算書
自 平成29年 4月 1日
至 平成30年 3月31日

(単位:円)

科 目 合計
固定資産等形成分

余剰分
(不足分)

1引T年度末純資産残高 34,956,236,133 55,672,274,628 Δ 20,716,038,495

純行政コス ト (Δ) ・

財源

税収等

国県等補助金

Δ 9,350,909,472

8,273,116.576

7,174,010,816
't,099,105,760

Δ 9,350,909,472

8,273,116,576

7,174,010,816
i,ogg,105,760

本3悶12隆額 Δ 1,077,792,896 Δ 1,077,792,896

固定資産の変動 (内部変動)

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加 ′

他団体出資等分の減少

その他

32

Δ1,638,215,117

853,832,683
Δ 2,204,176、985

313,223,425

Δ 601,094,240

3゚2

1,638,215,117
Δ 853,832,683

2,204,176,98g
Δ 313,シ23,425

601,094,240

叉年月[純資.
f

鴎畢巳1頃 Δ “.077,792,8611 Δ “,63ε,215.085 560,j22,221

K年5L末;司11ビ:虐老肖:『司 3:1.878,i143,265― 5ノ1,03j・,059,543 Δ 20,155,(16,274
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全体資金収支計算書
自
至

平成29年
平成30年

4月 1日

3月 31日

(単位:円)

斗 目 金 額

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出 一

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出 ・

社会保障給付支出

その他の支出

業務収犬

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨蒔支出
災害復旧事業費支出

その他の支出

-臨時収入

7,976,879,162

3,468,257,842

1,609,428,885

1,564,065,729

149,064,401
145,698,Ei27

4,508,621,320

1,052,785、336

3,524,899,192

51,585,792

.8,692,347,188

7,153,479,482

915,782,828

428,244,305

194,840,573

業:巳5活動収支 715,468,026
【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出 ゛

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

1,502,040,621

1,212,031,621

253,907,000

36,102,000

987,456,191
366,2E!4,932

534,586,811

36,732,774

41,708,749

8,142,925

投資活動1又支 Δ 514,584,430

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債等償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債等発行収入 ・

その他の収入

1,908,156,414

1,908,156,414

1,599,484,125
1,479,goo,ooo

119,584,125
Lオj裔活亘カエ又支 Δ 308,672,289

ノトと手度1I金1又支春巨 Δ 107,788,693

E訂年L五 く 二1
;1

制桟テ11 396,951,042
ノト年E素くコ な3践:向 289,162,349

日汀年L翻ミ歳計タ・珊范プ2:残高 29,447,601
〆ト年L芝厨.支計タ・王↓〈ひ

琴
主j減4直 Δ 21,947,705

〆ト年L詐1 届
目
6ロ“タ・ヨむ翻込マ司 7,499,896

〆ト年L翻司己1宣111づ静.
七
ス云1司 296,662,245
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全体財務書類 注記

重要な会計方針

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産               取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、取 得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②無形固定資産              ・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの           再調達原価

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①出資金

ア 市場価格のあるもの

イ 市場価格のないもの

会計年度末における市場価格

出資金額

市場価格のあるもの           会計年度末における市場価格

市場価格のないもの           出資金額

ただし、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著し〈低下した場合には、相 当の減

額を行うこととしています。

なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、 「著しく低下したとき」に該当

するものとしています。

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による低価法

(4)有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産 (リース資産を除きます。)・・・・・・・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物  15年～50年

工作物  3年～50年

物品   4年～30年

②無形固定資産 (リース資産を除きます。)・・・・・・・・・定額法

(ソフトウェアについては、当町における見込利用期間 (5年)に基づく定額法によっていま

す。)

③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 (リース期間が1年以内のリース取引及

びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のフデイナンス・リース取引を除きま

す。)
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・・・・・・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(5)引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴 収不能見込額を計上しています。

長期延滞債権については、過 去5年間の平均不納欠損率により、徴 収不能見込額を計上してい

ます。

② 退職手当引当金

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っていま

す。

③賞与等引当金

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6) リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 (リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総

額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。)

・・・・・通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

・・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

・・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)資金収支計算書における資金の範囲

現金及び現金同等物 (大台町公金管理運用方針において、歳計現金等の保管方法として規定した

預金等をいいます。)

なお、現 金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。

(8)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が50万円 (美術品は300万円)以上の場合に資産とし

て計上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱い1;準じています。

(9)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税 込方式によっています。
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2 追加情報

(1) 連結対象団体 (会計)

団体 (会計) 区分 連結の方法 比例連結割合

水道事業会計 企業会計 全部連結

国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結

住宅新築資金等貸付事業特別会計 特別会計 全部連結

介護保険事業特別会計 特別会計 全部連結

生活排水処理事業特別会計 特別会計 全部連結

後期高齢者医療事業特別会計 特別会計 全部連結

連結の方法は次のとおりです。

① 特 別会計及び地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(2) 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている団体 (会計)においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま

す。
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